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図2-1 年齢3区分（年少、生産、老年）別人口数の推移1960～2060年
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Ⅰ. 工業化：高度成長前期➡60～70年代
⇒戦後１回目の青年層（団塊）の都市部の社会移動

→都市小家族（核家族）の激増

→都市郊外ニュータウン→職住分離

→日本版近代家族成立(サラ―リーマンの夫、

専業主婦の妻、子ども二人学校中心）

→団塊の世代によるニューファミリー

→社会制度設計の家族モデルに

Ⅱ. 情報化：高度成長後期➡80年代

⇒戦後２回目の青年層(少産)の都市部への移動

→産業のサービス化＋男女雇用均等法

→未婚青年層＋夫婦のみ中年層の漸増

Ⅲ. グローバル化：脱高度成長模索期➡90年代

⇒脱日本型経営→デフレスパイラルに

→晩婚化による少子化の顕在化（1.57ショック）

⇒高齢化率13％を超え高齢社会に転換

Ⅳ. ICT化：経済復活模索期、大競争時代勃発期➡2000年代

⇒戦後3回目の青年層(団塊ｼﾞｭﾆｱ)の都市部への社会移動

→単身青年男女＋夫婦のみ・単身高齢者の増加

→血縁・地縁から疎遠な単身者（単独世帯）

→世帯別割合の最大グループに・・・・！

⇒2005年国勢調査により人口減少社会への転換を確認

人
口
減
少
社
会
へ
の
転
換
の
経
緯
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国立社会保障・人口問題研究所『日本の世帯数の将来推計
（全国推計）』(2013年1月推計)



図2-9国勢調査・産業大分類の変遷
2000年 2005年 2010年



図2-3東京・秋田人口ピラミッド比較 :2005 図2-4日本全体人口ピラミッド: 2010
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◇ピンチをチャンスに◇
⇒社会システム転換好機⇒危機は旧弊排除正当化◇
⇒男女の自立、個々人の評価基準の多様化、保育と介護の社会化～
・「自律と共同」から「自立と共生」をへて「自立と協働」へ
・子ども観の転換：「家の子」⇒「国の子」⇒「私の子」⇒「社会の子」

◇社会システム転換への担い手育成に◇
⇒高齢者＋国民概念の改編⇒法制度の組み換え

⇒就業と福祉の制度改編⇒エイジレス＋異文化混在＋税と保険の個人
化

⇒多様＋多元＋可変の日常化⇒市民協働の常態化

・意図せざる？少子化（当然の結果としての人口オ ナス⇒負担の分
担）

⇒今（学習時）と近未来（自立時）の不連続性⇒構造転換
⇒社会移動の手段（梯子）としての教育の予定調和の「ゆらぎ」
⇒企業（夫の保険）と家族（専業主婦）の負担割合の縮減

⇒日本型中福祉中負担政策・制度・論理の社会的基盤の「ゆら
ぎ」
・グローバル化⇒大競争時代⇒東アジアの変動

⇒国と軍の棚上げと単一民族富国化幻想の顕在化
⇒「公（官）＞私（民）」＋「仕事＞家庭」＋「教師＞親」＋「男＞女」
⇒入れ子構造の「公」と「私」の関係の流動化

⇒日本型戦後国民教育政策・制度・論理の前提の「ゆらぎ」
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